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韓国におけるクレジットユニオン運動の展開
（古江晋也）

韓国では1960年に信用協同組合（クレジットユニ

オン）がカトリック教会の聖職者によって設立され

て以来、瞬く間に全国に広がった。信協運動の道

のりは決して平坦なものではなかったが、72年に

は信用協同組合法が制定され、84年には独自の預

金保険制度がスタートするなど一歩一歩、着実に

前進していった。

アジア通貨危機以降は、信協が活躍する個人リ

テール分野に銀行が本格的に参入するなど、韓国

においても金融機関同士の競合が激しさを増して

いる。しかし、そのような環境であっても、組合

員に真摯に耳を傾け、地域貢献に徹している信協

は、顧客ロイヤリティを高め、競争優位を構築し

ている。

EUにおけるマイクロクレジットの動向
（重頭ユカリ）

EUでは、深刻な失業問題への対応策として、経

済的に困難な状況にある人が自営業に就労したり、

零細企業を立ち上げたりするために、各種の支援

を行いながら少額の資金貸付を行うマイクロクレ

ジットが注目されている。マイクロクレジットは、

零細企業の設立を促進するという経済的な側面、

および労働市場から排除されがちな人を社会に包

摂するという社会的な側面から期待されている。

近年、EUレベルでマイクロクレジットに焦点を

あてた支援策がとられるようになり、マイクロク

レジットを供与する機関では、そうした支援を活

用している。さらに一部の機関では、特に失業率

の高い若者を対象とした起業講座の開設や、フラ

ンチャイズ事業での就業支援など、雇用創出のた

めの新しい取組みを進めている。

2016年の国内経済金融の展望
（南　武志）

2015年の世界経済は、先進国が徐々に回復傾向

を強めた半面、原油など資源安による資源国の景

気悪化、さらに様々な構造調整圧力に見舞われて

いる中国の成長鈍化などもあり、新興国経済は不

安定な状態が続いた。国内経済も、消費税増税か

ら 1年超が経過したにもかかわらず、消費はなか

なか持ち直しが強まらなかった。

しかし、15年下期に入り、消費や設備投資など

民間最終需要に持ち直しの動きも見られ、底入れ

の兆しが出始めた。先行きは中国経済が依然とし

て調整中であるため、決して楽観できないが、「企

業から家計へ」の所得還流が徐々に進み、かつ労

働需給逼迫に伴う賃上げ圧力も高まると想定され

ることから、緩やかながらも日本経済は回復基調

をたどると予測する。

個人リテール金融における注目点
 （佐藤彩生）

家計全体の金融資産は、株価の上昇を主な要因

として前年比増加が続いている。株価の上昇の恩

恵等を享受しているのは、金融資産を多く保有す

る高齢世帯層が中心だと考えられる。一方で、金

融資産を持たない世帯の割合が上昇している。

今後は人口減少や相続の増加により、家計の金

融資産の地域間格差が拡大することも懸念され、

地方に基盤を置く地域金融機関を取り巻く環境は、

厳しさを増すものとみられる。

2015年から始動した地方創生政策では、金融機

関は地方版総合戦略の策定に積極的に関与してお

り、地方創生に資する具体的な取組みも行ってい

る。地方創生における事業を軌道に乗せていくた

めにも、地域金融機関は今後も様々な面で活躍が

期待されるだろう。
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TPPの日本農業への影響と今後の見通し
 （清水徹朗）

TPP交渉は15年10月に大筋合意に至ったが、多
くの農産物の関税撤廃に合意しており、日本農業
にとって厳しい内容である。特に牛肉、豚肉、乳
製品への影響が大きく、国内農業の縮小が懸念さ
れる。
政府は11月に「総合的なTPP関連政策大綱」を

決定したが、農業者のTPPに対する不安を緩和さ
せるための緊急対策という性格が強く、今後、農
業生産を支えるためのより根本的な対策の検討が
必要になろう。
TPPの発効には日本と米国の批准が不可欠で

あるが、米国では今年11月に大統領選があるため
TPPの早期批准は困難視されている。日本は米国
の動向をみながら批准手続きに入ると考えられる
が、TPPは国民生活に大きな影響を与える可能性
のある協定であり、今後、国会で十分な審議が行
われる必要がある。

日本農業の現状と見通し
 （若林剛志）

本稿は、日本農業の基礎的要素の現状と見通し

を示すことにより、農業のおかれた状況を整理す

ること、それを踏まえて新たな食料・農業・農村

基本計画の特徴のうち 3つを論じることである。

農業労働力については、絶対数が減少し、当面

高齢層に偏った特異な状況が続くこと、生産は、経

営規模の拡大等はあっても国内生産量の増加が見

込みにくいことが想定される。農地も耕地の増加

は困難であり、今後の農地中間管理機構による遊

休農地利活用の動きが注目される。

基本計画については、「日本再興戦略」等が前提

となっており、車の両輪のうち産業としての農業

を推し進めることの比重が増したと言えよう。し

かし、これを推進していく際には、農村社会の維

持にも注意する必要がある。

農協による地方の生活インフラ維持
（一瀬裕一郎）

2015年度から本格的に動き始めた安倍政権の目

玉政策の 1つである地方創生の実現には、買い物、

交通、教育文化、医療等、地方で人が暮らし続け

るために必要な生活インフラの維持が大前提であ

る。少なくない地方で、農協が生活インフラの担

い手として期待されている。実際、本稿で紹介す

るJA兵庫西、JA福山市のように、地方の生活イ

ンフラの担い手となっている農協がある。

とはいえ、生活インフラ機能の提供に関して、

農協内で取組みを完結させることや、農協が取組

みの前面に出ることが、必ずしも重要ではない。

豊富なノウハウを持つ他組織との連携を図ること

や、地域運営組織等が主導する取組みを農協が支

援することが、間断なきインフラ機能の提供のた

めに合理的である場合も少なくなかろう。

潮流 　バーゼルとTPPの妄想
情勢判断

1　 蔓延する低成長リスクに見舞われた
国内景気

2　2015～17年度改訂経済見通し
（ 2次QE後の改訂）

情勢判断（海外経済金融）
1　 堅調な雇用と個人消費は今後も持続
2　 ECBの追加緩和と金融政策の限界
3　 ひとまず安定化に向かう中国経済
4　一段の商品安と米利上げで低迷する新興・
資源国市場

今月の焦点
12月FOMCでの利上げが決定
分析レポート

1　ガソリン価格が下落する中、地域差は拡大
2　再生可能エネルギー固定価格買取制度の
運用状況（2）

海外の話題
ロンドン10年前比較

2016年 1月号
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